
●被保険者証の更新について　
　令和４年９月30日の有効期限満了に伴い被保険者証（保険証）を９月下旬頃から順次簡易書留にて送付します。
新しい保険証は「うすい緑色」です。

※今回お届けする「うすい緑色」の保険証は９月から使用できます。新しい保険証「うすい緑色」がお手元に届き
次第、「うすいオレンジ色」の保険証は、ご自分で細かく裁断するなどして、住所・氏名などが他人に知られな
いよう十分ご注意のうえ、処分してください。

　　

●一定以上の所得のある方の窓口負担割合が変わります
　令和４年10月1日から、一定以上の所得がある方は、現役並み所得者（窓口負担割合３割）を除き、医療費の
窓口負担割合が2割になります。

例）今まで１割であった方が２割負担に変更となる場合
　　「２割（令和４年９月30日までは１割）」と表示されます。
　　※世帯内に住民税課税所得が28万円以上の被保険者がいない場合、10月以降も１割負担となります。
　　※窓口負担割合は世帯単位で判定します。

●窓口負担割合が2割となる方には負担を抑える配慮措置があります
　令和４年10月１日から令和７年９月30日までの３年間は、２割負担となる方の１か月の外来医療の窓口負担
割合の引き上げに伴う負担増加額を3,000円までに抑え、3,000円を超えた費用については、事前に登録されて
いる高額療養費の口座へ後日払い戻します。(入院の医療費は対象外)
　２割負担となる方で高額療養費の口座登録をされていない方には、令和４年９月頃に和歌山県後期高齢者医療広
域連合から口座登録申請書を送付します。申請書がお手元に届いたら、申請書に記載の内容に沿って口座の登録を
してください。
　　 

●不審な電話や訪問にご注意ください！
　市役所や広域連合が、高額療養費について電話や訪問で口座情報登録をお願いすることや、キャッシュカード、
通帳等をお預かりすることは絶対にありません。また、ATMの操作をお願いすることも絶対にありません。
　不審な電話や訪問があったときは、最寄りの警察署や警察相談専用電話（#9110）、または消費生活センター
（188）にお問い合わせください。
 

窓口負担割合の見直しの背景等に関するご質問等は、
厚生労働省コールセンター（0120-002-719）にお問い合わせください。
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　国民年金保険料の免除・納付猶予や学生納付特例の承認を受けた期間がある場合、保険料を全額納付した場合と
比べて、将来受け取る老齢基礎年金の年金額が少なくなります。
　しかし、免除・納付猶予や学生納付特例期間の保険料は、10年以内であれば、古い期間から順に、後から納め
ること（追納）ができます。ただし、老齢基礎年金を受け取っている方は、追納できません。
　追納（後払い）した期間は、保険料を全額納付した場合と同じ扱いになり、老齢基礎年金の年金額を増やすこと
ができます。追納（後払い）する場合は、お近くの年金事務所、または国保年金課年金係でお申し込みください。

♦追納（後払い）する保険料の額
　令和５年３月31日までに追納（後払い）
する場合の保険料額は、右表のとおりです。
※保険料の免除または納付猶予を受けた期
間の翌年度から起算して、３年度目以降
に保険料を追納する場合は、当時の保険
料に経過期間に応じた加算額が上乗せさ
れます。

♦追納（後払い）できる期間
　追納（後払い）が承認された月の前10
年以内の免除・納付猶予や学生納付特例の
承認を受けた期間に限られています。
例）令和 ４年４月分…令和14年４月末まで
　　平成24年９月分…令和 ４年９月末まで ※令和２年度と令和３年度の月分には加算額はありません

平成24年度の月分
平成25年度の月分
平成26年度の月分
平成27年度の月分
平成28年度の月分
平成29年度の月分
平成30年度の月分
令和 元年度の月分
令和 ２年度の月分
令和 ３年度の月分

15,220円
15,190円
15,340円
15,670円
16,330円
16,540円
16,370円
16,430円
16,540円
16,610円

11,410円
11,390円
11,510円
11,750円
12,240円
12,410円
12,270円
12,320円
12,400円
12,460円

7,610円
7,600円
7,670円
7,830円
8,160円
8,260円
8,190円
8,210円
8,270円
8,300円

3,800円
3,800円
3,830円
3,920円
4,080円
4,130円
4,090円
4,100円
4,130円
4,150円

全額免除
（納付猶予・学生納付特例） ４分の３免除 半額免除 ４分の１免除

【月額】

国民年金保険料の追納制度（後払い）について

　年金生活者支援給付金は、公的年金等の収入やその他の所得額が一定基準額以下の年金受給者の生活を支援する
ために、年金に上乗せして支給されるものです。受け取りには、請求書の提出が必要です。
　新たに年金生活者支援給付金の対象となる方には、９月１日から順次、日本年金機構から請求可能な旨のお知らせ
が送付されます。同封のはがき（年金生活者支援給付金請求書）に氏名等を記入し、日本年金機構へ提出してくださ
い。令和５年１月４日（必着）までに請求された場合は、令和４年10月分から遡って受け取ることができます。
　年金生活者支援給付金を既に受け取っている方で、引き続き支給要件を満たしている場合は、原則手続きは不要
です。
　年金生活者支援給付金請求書を紛失または送付されているかご不明な場合や、以下の支給要件に該当すると思わ
れる場合など、給付金請求に関することについては、給付金専用ダイヤルまたは国保年金課年金係にお問い合わせ
ください。

♦対象となる方（支給要件）
　1.老齢基礎年金を受給している方で、次の①～③の要件をすべて満たしている方
　　　①65歳以上である。
　　　②請求される方の世帯全員の市民税が非課税となっている。
　　　③前年の年金収入額とその他の所得額の合計が約88万円以下である。
　２.障害基礎年金を受給している方で、前年の所得額が約472万円以下の方
　３.遺族基礎年金を受給している方で、前年の所得額が約472万円以下の方
♦日本年金機構や厚生労働省を装った不審な電話や案内にご注意ください。
　日本年金機構や厚生労働省から、口座番号をお聞きしたり、手数料などの金銭を求めたりすることはありません。
　
♦問い合わせ　給付金専用ダイヤル　0570-05-4092（ナビダイヤル）
　　　　　　　※050から始まる電話の方は　03-5539-2216（一般電話）

年金生活者支援給付金制度について
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